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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，低成長期における韓国の地方都市の変容を特に商業機能に着目して
現地調査を実施するとともに，土地利用の分析を通じてその都市構造を解明し，地方都市再生に向けた都市構造
モデルを開発することである。韓国の地方都市の中心商業地は，人口減少や住民高齢化のわりに空き店舗が目立
たず「在来市場」などが多く維持され，一見すると「シャッター商店街」がみられにくいことが指摘できる。そ
して，同一都市内で「旧市街地」と「新市街地」とが空間的にも機能的にも別個に発達しやすいといった，日本
とは異なる都市構造が多くみられる中で，バスターミナルに隣接した中心商業地などの更新が比較的よく進んで
いることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to develop an urban structure model for the 
urban regeneration of South Korean regional cities in a period of slow growth by clarifying the 
urban structure through the analysis of land use. It was found out that the traditional markets are 
going strong and there are few vacant stores in the central commercial area of regional cities, 
South Korea despite the fastest aging and depopulation. The result of our survey clearly shows that 
“Old city center” and “New city center” within the same city in South Korean regional cities 
have been predisposed to develop independently compared to Japan. Renewal of central commercial area
 adjacent to the bus terminal in South Korean regional cities is progressing relatively well than 
Japanese cities.

研究分野： 都市地理学

キーワード： 大韓民国　地方都市　商業機能　土地利用　都市構造モデル

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで空間的な拡大の一方で，中心部の空洞化が進むといった否定的な視点から分析されてきた地方都市の都
市構造について，都市空間全体が適正にダウンサイジングしうるのではないかという視点のもとで，本研究は実
証的かつ日韓双方で比較可能な学術的成果を得た。このことは，日本の地方都市の中心商業地の変化と格好の比
較対象となりうる韓国地方都市の中心商業地の構造とその変化が，どのようなメカニズムで生じるのかを明らか
にしており，こうした成果を一面的な活性化への提言にとどまることなく，日韓両国の状況を俯瞰した相対的視
点を提示することを可能にした点で社会的な意義がある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1)日本においても韓国においても，国土構造における首都
への一極集中が指摘され，均衡ある国土発展の必要性が指
摘されている。とくに少子高齢化が急速に進行する両国に
おいて，首都以外の地方都市をいかに自立的に成長させて
いくかは喫緊の課題である。一方で低成長期に入っている
両国の経済状況下で，人口減少を伴って都市空間が縮小す
るシュリンキング・シティの概念が注目され，ダウンサイ
ジングする都市構造の解明が待たれている。 
 
(2)日本における地方都市の研究では，モータリゼーション，
居住機能や商業機能の郊外移転などにより都市構造におけ
る空洞化問題が注目されている。空洞化が進んだ都市中心
部では土地利用における低未利用地の増加，人口の高齢化，
大型店の撤退問題，生鮮食料品店の不足によるフードデザ
ート問題などが生じ，大きな社会問題となっている。 
 
(3)以上から，低成長期における韓国の地方都市研究の事例
は，同じ状況下にある日本の都市政策の転換とその成果を
評価するに当たって，絶好の比較素材になるといえよう。
幸い日本と韓国の都市地理学の研究交流は近年活発になる
傾向にあり，たびたび日中韓の研究者による報告がなされ
ている。そのような環境の中で本研究は，日本の都市地理
学における実証研究の成果と方法論を韓国の地方都市研究に適用し，その一方で韓国における
都市政策への地理学者の関与を参考にすることで，将来的な日韓の地方都市構造の解明を試み
る。その結果をもとに，アジアの都市構造に適合したモデルの提示を行い，都市地理学の新た
な地平を拓く。 

 
 

２．研究の目的 
本研究の目的は，低成長期における韓国の地方都市の変容を特に商業機能に着目して現地調

査を実施するとともに，土地利用の分析を通じてその都市構造を解明し，地方都市再生に向け
た都市構造モデルを開発することにある。都市構造モデルに関する研究は，日韓の地理学にお
いて欧米の理論に依拠するところが大であったが，本研究は，徹底した現地調査と韓国の研究
者との議論を通じて日韓双方の都市構造モデルを検証し，アジアの都市構造に関する知見を「地
理学」および「アジア」から発信することを企図している。 

 
 

３．研究の方法 
 分析する空間スケールに応じて，本研究の研究方法は二つに分けられる。 
(1)韓国全土を対象とした地方都市の成立条件や都市政策に関しては，日韓の先行研究のレビュ
ーを中心に資史料を収集した。統計データおよび空間データ基盤については，韓国・国土研究
院および仁川大学校の研究者との共同研究においてデータを収集・利用した。 
 
(2)分析対象とする事例地方都市を選定した後，それらの都市の市街地における土地利用調査を
実施し，GIS 上でデータベースを作成した。具体的には，地籍図などをベースマップとして，
調査対象範囲内の建物の状況や構造を記録した。その上で，各街区や建物に（建物内が区画さ
れている場合にはそれらの区画に）それぞれ固有番号を付与して，各店舗の業種や店舗名（商
号）を表データに集約して，データベースを作成した。分析対象とした 3 都市に対して，最初
の現地調査の 2 年後に同様の土地利用調査を実施して，その変化を比較した。 
 
 
４．研究成果 
(1)日韓両国とも地方都市における中心商業地の衰退が社会問題化している。しかしながら，韓
国の地方都市の中心商業地は，人口減少や住民高齢化のわりに空き店舗が目立たず「在来市場」
などが多く維持され，一見すると「シャッター商店街」がみられにくいことが指摘できる。そ
して，同一都市内で「旧市街地」と「新市街地」とが空間的にも機能的にも別個に発達しやす
いといった，日本とは異なる都市構造が多くみられる中で，バスターミナルに隣接した中心商
業地などの更新が比較的よく進んでいることを明らかにした。このような実態を実証するため
に，慶尚南道梁山市，忠清南道公州市および扶余郡を対象に，各都市 2 回（2 年の間隔）にわ
たり市街地の土地利用調査を実施して，その業種構成の変化を比較した。 
 
(2)梁山市の事例では，同市の「旧市街地」と「新市街地」を対象として，2016 年と 2018 年に



実施した土地利用調査の結果をデータベース化し，中心商業地の店舗構成の特徴と，その変化
とを究明した。その結果，新旧市街地の業種構成の相違による，商業機能の役割分担を確認す
ることができ，人口 30 万規模の地方都市のレベルでも同一業種の店舗が特定地区に集積する
様子が多数確認された。そして，2016 年と 18 年の 2 年間に新旧市街地の調査対象店舗のうち
約 4 分の 1 の店舗が変化し，とくに，同一業種で入れ替わった店舗の事例が最も多かった。そ
して，空き店舗は少なく，条件の良い場所へと店舗を移転させる事例も多数進行していた。そ
の要因としては，第一に，韓国は賃貸店舗の比率が高く，第二に，一般的に 2～3 年単位で進
行する賃貸契約更新時に賃貸料が上昇する可能性があり，第三に，韓国特有の「権利金」の存
在が影響を与えうるという点を挙げることができる。このような，経済論理に基づいた出店が，
韓国の地方都市の中心商業地を劇的に変化させる主要原因とみなせた。 
 
(3)公州市の旧市街地南部を対象に，同地区を流れる済民川の景観変化と住民による地域活性化
の取り組みを明らかにし，近年の河川環境の創造が住民意識や地域活性化にもたらした意義に
ついて考察した。同地の景観変化の中で，地域住民がどの時代の済民川の景観を原風景として
捉えているかが，現在の済民川に対する多様な評価に影響していることを明らかにした。済民
川における新しい景観の創出は，まずそれを肯定的に評価している人たちによる，さまざまな
地域活性化の取り組みを呼び起こしたという意義があることを指摘した。 
 
(4)扶余郡を対象として，その中心商業地区の構造を明らかにするとともに，そこでの地域活性
化への取り組みを検証した。扶余郡の中心商業地区は，他都市から独立した商圏を有し，戦前
からのルーツをもつ二つの在来市場を中心に発展してきた。しかし，人口減少と急速な高齢化
局面にある扶余郡では，商圏規模の縮小が懸念されている。一方で，世界遺産を含む百済の歴
史的資産が中心商業地区の徒歩圏に集中するという条件を活かして，観光客を増加させて中心
部を活性化するという動きも加速している。中心商業地区の土地利用と店舗の経営特性を分析
した結果，特定業種の局地的集積と，扶余市場地区での経営者の高齢化が明らかとなった。ま
た，扶余市場では，青年商人創業支援事業を通した若い世代の経営者の育成が図られており，
今後こうした取り組みが成果を挙げるためには，新規出店者と既存出店者，行政や関連団体と
の連携が必要とされている。 
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